

山県市公有財産の利活用に係わるマッチング等支援業務委託
プロポーザル　様式一覧　（提出書類チェックリスト）
	様式
	名称
	提出書類
チェック
	提出種別・
提出期限
	提出方法・
提出部数

	様式１
	質問書
	
	令和８年５月２５日(月)
午後５時まで
	電子メール

	様式２
	参加表明書
	
	参加申込時の
提出書類様式

令和８年６月１日(月)
午後５時まで

	持参又は郵送

	様式3
	参加概要調書
	
	
	

	様式4
	参加資格確認書
	
	
	

	様式5
	資格・確認書
	
	
	

	様式6
	業務実績書
	
	
	

	様式7
	実施体制・確認書
	
	
	

	様式8
	企画提案書提出書
	
	企画提案書等の
提出書類様式

令和８年６月９日(火)
午後５時まで
	持参又は郵送
　書類１部とＰＤＦデータファイル


	様式９
	企画提案書
	
	
	

	様式10
	辞退届
	
	令和８年６月９日(火)
午後５時まで
	持参又は郵送
１部



※上記以外に、提案書等として見積書（A4、任意様式）1部を提出すること。併せて、見積内訳を任意様式で添付すること。

様式1
令和　　年　　月　　日
質 問 書
(あて先)
山県市長
企業名
所属・担当者
電話番号
メールアドレス
	No.
	質　問

	１
	

	２
	

	３
	


山県市公有財産の利活用に係わるマッチング等支援業務委託プロポーザルについて、次の事項を質問します。

注１：記入欄が不足するときは、複写して作成してください。
注２：受付期限は、令和８年５月２５日（月）午後５時までです。
注３：下記メールアドレスあてに、質問書を添付し送信してください。
注４：質問に対する回答は、令和８年５月２８日（木）に、すべての質問に対する回答をホームページに回答します。なお、質問提出者（企業名）が特定されると思われる情報は公開しません。
	送信先メールアドレス：somu@city.gifu-yamagata.lg.jp
（担当：山県市 総務課 管財・生活安全係）
メールの標題「山県市公有財産の利活用に関する質問（社名）」


様式2
令和　  年  　月 　 日
参加表明書
[bookmark: _Hlk122942026][bookmark: _Hlk122941981]（宛先）山県市長
所在地
商号又は名称
代表者氏名　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

（担　当　者）
所属・氏名
電話番号
メールアドレス
山県市公有財産の利活用に係わるマッチング等支援業務委託プロポーザルについて、下記を誓約し、参加することを表明します。

記

１　実施要領に基づく参加資格を満たしていること。

２　提案書等の提出書類について、記載事項に虚偽のないこと。





様式3
参加概要調書
（令和８年５月　　日現在）
	商号又は名称
	

	代表者名
	

	（本社）所在地
	〒


	電話・ＦＡＸ番号
	（電話）　　　　　　　　　　　　　　　　（ＦＡＸ）

	設立年月日
	

	資本金
	　　　　　　　　　　　　　千円

	売上高
	（　　年度）　

	従業員数
	

	業務内容
	


	委託された場合の営業拠点
	（所在地）
	

	
	（商号又は名称）
	

	
	（代表者役職）
	

	
	（代表者氏名）
	

	
	（従業員数）
	

	ホームページURL
	


様式4
参加資格確認書
所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印

参加資格を有していることを次のとおり確認しました。また、この内容について市が調査することについて同意します。（同意の場合、該当欄にチェックしてください。）
	[bookmark: _Hlk165994212]
	参加資格要件等確認事項
	該当欄チェック

	1
	単独企業での参加
	□はい　□いいえ

	2
	山県市の入札参加資格者名簿に業者登録していること。
	□はい　□いいえ

	3
	地方自治法施行令第１６７条の４第１項に該当する者でないこと。
	□はい　□いいえ

	4
	会社更生法(平成１４年法律第１５４号)第１７条の規定に基づく更正手続開始の申立て又は民事再生法(平成１１年法律第２２５条)に基づく再生手続開始の申立てをしている者でないこと。
	□はい　□いいえ

	5
	暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条２号に規定する暴力団若しくは暴力団と密接な関係を有する者を経営に関与させている者ではないこと。
	□はい　□いいえ

	6
	参加申込書の提出期限から契約締結の日までの間に、山県市の競争入札において指名停止措置を受けていないこと。
	□はい　□いいえ

	7
	仕様書に定める業務について業務遂行能力を有し、過去５年間において、国又は地方自治体が発注するPPP/PFI等の官民連携事業に関する可能性調査業務（サウンディング調査含む。）の実績を有した管理技術者を配置できること。
	□はい　□いいえ

	8
	過去５年間において、国又は地方自治体が発注するPPP/PFI等の官民連携事業に関する可能性調査業務（サウンディング調査含む。）を受託した実績があること。
	□はい　□いいえ


様式５
資格・確認書
【役割】　　管理技術者

	氏 名
	（ふりがな）

	生年月日
	年　 月 　日生（ 　歳）

	主 な経 歴
	所属企業（商号又は名称）・役職
実務期間：　　年　　月　　日～　　年　　月　　日（通算　年　月）

	
	所属企業（商号又は名称）・役職
実務期間：　　年　　月　　日～　　年　　月　　日（通算　年　月）



【官公庁におけるPPP/PFI等の官民連携事業に関する可能性調査業務（サウンディング調査含む。）の実績】　
	業務名
	業務上の
立場
	従事期間
	主な業務内容

	
	
	年　月
～　年　月
	

	
	
	年　月
～　年　月
	

	
	
	年　月
～　年　月
	

	
	
	年　月
～　年　月
	

	
	
	年　月
～　年　月
	


· 「（様式７）実施体制・確認書」に記載した管理技術者1名につき1枚作成してください。
· 実績を証明する書類（契約書のコピー等）を添付してください。
· 所属する企業との雇用関係を証明する書類のコピーを添付してください。
様式６
業務実績書
　直近５年間の国又は地方自治体が発注するPPP/PFI等の官民連携事業に関する可能性調査業務（サウンディング調査含む。）の実績を記入すること。

	区　分
	１
	２
	３

	業務名
	
	
	

	発注者名
	
	
	

	契約金額
（税込み）
	円
	円
	円

	履行期間
	
	
	

	業務内容
	
	
	



※業務実績は、代表業務3件以内とする。



様式７
実施体制・確認書
【官公庁におけるPPP/PFI等の官民連携事業に関する可能性調査業務（サウンディング調査含む。）担当者等の実績】　　
	業務名
	役職・氏名等
	実務経験年数等
	担当する業務内容

	管理技術者
	[役職]
[氏名]
[所属]
	[実務経験年数]　　　　　年
[過去に担当した業務]
・
・
	

	主担当者
	[役職]
[氏名]
[所属]
	[実務経験年数]　　　　　年
[過去に担当した業務]
・
・
	

	担当者１
	[役職]
[氏名]
[所属]
	[実務経験年数]　　　　　年
[過去に担当した業務]
・
・
	

	担当者２
	[役職]
[氏名]
[所属]
	[実務経験年数]　　　　　年
[過去に担当した業務]
・
・
	


※１　配置を予定している者全員について記載すること。
※２　記入欄が不足する場合は、適宜追加すること。（2枚以内）

様式８
令和　　年　　月　　日

企画提案書提出書
(あて先)
山県市長
商号又は名称


代表者氏名
　　　　　　





　山県市公有財産の利活用に係わるマッチング等支援業務委託プロポーザル実施要領に基づき、別紙のとおり企画提案書を提出します。

整理番号：


　様式９
企画提案書　
	　【実施方針】
	内容
	サイズ

	企画提案（実施方針、特定テーマ①、②）に関して記載してください。
	Ａ4サイズ


　



　
· 構成は自由とし、文字サイズは1２ポイント以上とします。
· 片面で簡潔に記入してください。
· 紙面割り振りや、縦横、カラー／白黒は問いません。
· 作成ツールは特に問いません。
· ページ数を記載してください。



　様式９
企画提案書　
	　【特定テーマ①　プロモーション活動における留意点】

　







様式９
企画提案書　
	　【特定テーマ②　実施要領作成における留意点】




様式１０
令和　  年  　月 　 日

辞 退 届

(あて先)
山県市長

所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印


山県市公有財産の利活用に係わるマッチング等支援業務委託プロポーザルの参加を辞退します。


（辞退理由）


